
農業委員会事務局　令和７年度　局運営方針（案）

１　主な現状と課題

（１）農地等の利用の最適化の推進

② 農地の効率的な利用の促進と遊休農地の解消等
　農地の適正かつ効率的な利用を促進するため、農地の貸借を通じて、担い手へ
の農地利用の集積・集約化を図るとともに、遊休農地所有者への適正管理通知や
意向調査を通じて遊休農地の発生防止・解消を図る必要があります。

　農業従事者の高齢化、担い手不足、農地の減少など農業を取り巻く環境が非常
に厳しい状況にある中、都市農業の振興と発展を図るためには、農業の持つ多面
的な機能を生かしながら、限られた資源である農地を適正かつ効率的に利用する
ことが求められています。
　そのため、農業委員及び農地利用最適化推進委員の活動を通じて、担い手への
農地利用の集積・集約化や遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進など農地
利用の最適化を推進していく必要があります。

① 認定農業者等の担い手の確保
　効率的で安定的な農業経営を目指す担い手の確保と新規就農者の参入の促進
を、農業委員、農地利用最適化推進委員の支援のもとで進めていく必要がありま
す。
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２　基本方針・区分別主要事業

（１）農地等の利用の最適化の推進
*( )内は一般財源 （単位：千円）

№ 区分
事業名

〔事業所管課〕
令和７年度 令和６年度 説明

掲 載
ページ

1 農地利用最適化推進事業 35,512 30,579 Ⅱ-577
〔農業振興課〕 (35,005) (29,900)

  農地法等の法令業務を適正に執行し、優良農地の保全を図るとともに、担い手への農地利用の集積・集約化、遊休
農地の発生防止・解消、新規参入の促進による農地利用の最適化の推進を農業委員と農地利用最適化推進委員の連携
による活動を通して進めます。

担い手への農地利用の集積・集約化、遊休農地
の発生防止・解消、新規参入の促進による農地
利用の最適化を推進します。

３　脱炭素化に資する主な取組一覧

課名等 事業名 取組の内容 CO2削減量

農業振興課
農業委員会だよりで
の周知

農業委員会だよりに温暖化対策の周知を取り入れ、市民
の行動変容を促すことにより、温室効果ガスの削減に努
めます。

8.1

農業振興課
タブレットを活用し
た利用状況調査の実
施

利用状況調査で使用する地図を紙からデジタル化するこ
とで、紙の使用量を削減することにより、温室効果ガス
の削減に努めます。

3.0

農地調整課 紙使用量削減の実施
毎月開催される月例総会での議案書を電子化し、紙の使
用量を削減することにより、温室効果ガスの削減に努め
ます。

20.6

（単位：kg-CO2）

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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４　見直し事業一覧
（単位：千円）

事務事業名 主な事業 見直しの理由及び内容 見直し額

農業委員会運営事業
農業委員会の運営
（局運営経費）

農業委員及び農地利用最適化推進委員による視察研修を
見直し、予算額を縮小する。

△ 1,397

農地利用最適化推進
事業

農地利用最適化の推
進

トナーの購入数を見直し、予算額を縮小する。 △ 331

農地利用最適化推進
事業

タブレット型現地調
査支援システムの管
理

タブレット型現地調査支援システム運用保守の仕様書を
見直し、予算額を縮小する。

△ 547

農地利用調整事業
農地法による農地転
用等に係る事務

ブルーマップの購入数を見直し、予算額を縮小する。 △ 275

農地利用調整事業
贈与税及び相続税の
納税猶予の証明事務

印刷物を見直し、予算額を縮小する。 △ 19
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（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 221 17款 11

＜事業の目的・内容＞ 19款 9,124

24款 15

- 25,630

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 29,126 ４ 452

２ 4,344

３ 858

（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 221 19款 507

＜事業の目的・内容＞ - 35,005

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 2,387 ４ 797

［参考］
２ 382

３ 31,946
　農地情報を管理する農地・農家台帳システムの賃貸借
及び保守・運用を行います。

農地台帳の整備

農業委員会事務局/農業振興課

6款 農林水産業費/1項 農業費/1目 農業委員会費

農地利用最適化推進事業 35,512

農地・農家台帳システムの管理

30,579

4,933 

　予算額

　農地利用の最適化を推進するため、担い手への農地利用の集積・集約化、遊休
農地の発生防止・解消、新規参入の促進に係る事務を行います。

農地利用最適化の推進 タブレット型現地調査支援システムの管理

　担い手への農地利用の集積・集約化、遊休農地の発生防
止・解消、新規参入の促進に取り組みます。

　農地利用状況調査にて使用するタブレット型現地調査支
援システムの保守・運用を行います。

　農地に関する情報の収集・整理・提供を目的に農地台帳
を整備します。

広報誌の発行

　農業に関する法律・施策等の情報や農業委員会の活動な
どを掲載した「農業委員会だより」を発行します。

農業委員会の運営（局運営経費）

県支出金

一般財源

　年間業務計画等を審議するため、定期総会を開催するな
ど、農業委員会の運営に係る事務を行います。

　農業委員・農地利用最適化推進委員への報酬を支払いま
す。

　令和7年度指定都市農業委員会連絡協議会を本市が幹事
都市として開催します。

農業委員会の運営（委員報酬） 指定都市農業委員会連絡協議会の開催

35,702

△ 922 

　農業委員会等に関する法律及び農地法その他の法令に基づき、農業委員会の運
営及び活動に関する事務を行います。

県支出金

農業委員会運営事業 34,780

使用料及び手数料6款 農林水産業費/1項 農業費/1目 農業委員会費

農業委員会事務局/農業振興課

諸収入

一般財源

　予算額

タブレット端末を活用した農地利用状況調査
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（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 221 24款 159

＜事業の目的・内容＞

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 159 ［参考］

（一般会計） （単位：千円）

事務事業名

局/部/課 〔財源内訳〕

款/項/目 予算書 Ｐ. 221 17款 225

＜事業の目的・内容＞ 19款 800

- 829

前年度予算額

増減

＜主な事業＞

１ 1,013

２ 41

３ 800国有農地管理

　未貸付農地の除草を行うなど国有農地の適正管理に努め
ます。

　農地法に基づく農地の権利移動及び転用に係る審査事務
等を行います。

贈与税及び相続税の納税猶予の証明事務

　贈与税及び相続税の納税猶予に係る証明事務を行いま
す。

2,130

△ 276 

農地法による農地転用等に係る事務

　優良農地を確保し、その効率的な土地利用を調整するとともに、農業生産力を
維持し、農業経営の安定を図るため、農地法その他の法令に基づき、農地の権利
移動及び転用に係る審査事務等を行います。

一般財源

農業委員会事務局/農地調整課

6款 農林水産業費/1項 農業費/1目 農業委員会費 使用料及び手数料

農地利用調整事業 1,854

　農業者年金制度の周知、相談等を行い、加入推進を図り
ます。

　予算額

53 

農業者年金の加入推進

6款 農林水産業費/1項 農業費/1目 農業委員会費 諸収入

　独立行政法人農業者年金基金法に基づき、農業者年金事務を行います。

農業者年金業務事業 159
農業委員会事務局/農業振興課

県支出金

　予算額

106

農業者年金加入推進のためのリーフレット
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